                                【　別　記　様　式　集　】

【記入要領の共通事項】
　ワープロで作成する参加表明書及び企画提案書の用紙は、Ａ４（JIS-P 0138）縦とし、フォントは、10から12ポイント、１行文字数は、35文字から45文字、１ページの行数は、30行から40行とし、上下左右に20mm以上の余白を設けるものとする。
　提出様式は、特に指示のない場合は各々１ページ以内の片面印刷（両面印刷は不可）とする。なお複数の別記様式（別記様式-1及び－6を除く。）を１ページに集約して記載しても構わない。

（別記様式－１）
	参　加　表　明　書
平成　　年　　月　　日
那覇港管理組合管理者職務代理者
　那覇港管理組合常勤副管理者　田原　武文　　　　殿
                         　           提出者　住　　　　所：参加表明者事務所の住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号：参加表明者事務所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称：△△(株)　職名　　氏名　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　作成者　担当部署：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｔ Ｅ Ｌ：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｆ Ａ Ｘ：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：
　平成30年　月　日付、那覇港管理組合公告第　号で公告がありました那覇港総合物流センター（Ⅱ・Ⅲ期）可能性調査業務(H30)に係る公募に参加を希望します。
　なお、参加表明書の内容については事実と相違ないことを誓約します。



【記入要領】
１　参加表明書は、別記様式－１を表紙として提出する。別記様式－１から別記様式－５（枝番含む。）のうち評価の対象となる様式を漏れなく添付して提出する。

（別記様式－１の２）
	 参加表明書の内容確認チェックシート（企業評価用）

	評価
項目
	評価の着目点
	判断基準
	別記様式番　号
	評価値
	資料
の有無
	適用

	
	種　類
	細　別
	
	
	
	
	

	参加表明者の経験及び能力　                      　　　下記の合計
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	予定管理担当者の経験及び能力                    　　　下記の合計
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	業務実施体制
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	契約限度額
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


【記入要領】
１　参加説明書をよく確認したうえで記入する。
２　判断基準は参加説明書によるものとし、記載例を参考に箇条書きとする。
３　記載欄は、評価基準に合わせ加除して下さい。
４　当該様式は、申請内容の確認のための資料であることから、記載の評価値を確約するものではない。
記載例
	参加表明者の経験及び能力　                                      　　下記の合計
	
	
	

	
	専門技術力
	業務成績
	①類似業務がある。
	別記様式－
	４
	有
	

	
	管理技術力
	表彰等
	②沖縄県内に業務担当者が常駐している。
	別記様式－
	１
	有
	

	
	経営能力
	地域貢献度災害協定
	①保険金5,000万円以上の賠償責任保険に加入
	別記様式－
	２
	有
	保険証書写

	
	専任性
	手持ち業務量
	該当しない。４件、160,532,500円
	別記様式－
	  －
	 無
	

	業務実施体制
	
	
	

	
	
	
	主たる部分は、再委託となっていない。
	別記様式－
	  －
	 無
	



（別記様式－１の３）
	 企画提案書の評価基準の内容確認チェックシート

	評価
項目
	評価の着目点
	判断基準
	記載様式名
	評価値
	添付資料の有無
	適用

	
	種　類
	細　別
	
	
	
	
	

	予定管理担当者の経験及び能力（管理担当者）                  下記の合計
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	予定業務担当者の経験及び能力（業務担当者）                  下記の合計
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


【記入要領】
１　参加説明書の企画提案書の特定するための基準を参考に記入する。
２　判断基準は参加説明書によるものとし、記載例を参考に箇条書きとする。
３　記載欄は、評価基準に合わせ加除して下さい。
４　当該様式は、申請内容の確認のための資料であることから、記載の評価値を確約するものではない。
記載例
	予定管理担当者の経験及び能力（管理担当者）            下記の合計
	8.0
	
	

	
	資格要件
	担当者資格
	②ＭＢＡ（○○部門）
	別記様式－
	2.0
	有
	資格写

	
	専門技術力
	業務実績
	①類似業務の実績あり。
	別記様式－
	4.0
	有
	契約写

	
	〃
	当該部門の従事期間
	H10年取得＋13年、28年

①25年以上
	別記様式－
	3.0
	有
	取得年月日証明等写

	
	情報収集能力
	地域精通度
	②当該事務所での実績あり。
	別記様式－
	2.0
	有
	契約写

	
	
	
	
	
	
	
	



（別記様式－２）
 ・企業の実績等
	①名称

	②本店の所在地


	③支店又は営業所の所在地


	④同種又は類似業務経歴（○件以内）

	業務分類
	業務名
	発注機関
	履行期間

	
	
	
	


【記入要領】
１　評価の対象となっている同種又は類似業務経歴等を記載する。

（別記様式－２の２）
 ・企業の過去○年間の同種又は類似業務実績の概要           企業名：
	業務分類
	同種（あるいは類似）業務

	業務名
	

	契約金額
	

	履行期間
	

	発注機関名
住　所/ＴＥＬ
	

	業務概要
	

	業務の特徴
	


１　業務分類には、参加説明書において定義した「同種業務」、「類似業務」のいずれかを記載する。
２　別記様式－２に記載した同種又は類似業務を記載する。
３　複数申請する必要がある場合には、表を増やし記入する。

（別記様式－３）
・業務実施体制（企業を対象）
	分担業務の内容
	代表構成員、構成員の別、再委託先又は協力先及びその理由

	
	

	
	

	
	


・担当者の配置体制
	
	予定担当者名
	所属・役職
	担当する分担業務

	管理担当者
	
	
	

	業務担当者

	(1)
(2)
(3)
	
	

	　　上記の内県内（管内）常駐担当者　　　　　　　　　　　　　人　　　　　　　　　　　　　　


【記入要領】
１　業務実施体制
(1)業務の分担について記載するものとする。（業務の分担を行わない場合には記載する必要はない。）
(2)他の建設コンサルタント等に当該業務の一部を再委託する場合又は学識経験者等の技術協力を受けて業務を実施する場合は、備考欄にその旨を記載するとともに、再委託先又は協力先、その理由（企業の特徴等）を記載すること。ただし、業務の主たる部分を再委託してはならない。
２　担当者の配置体制
(1) 氏名にはふりがなをふること。
(2) 所属・役職については、企画提案書の提出者以外の企業等に所属する場合は、企業名等も記載すること。
(3) 県内に担当者の常駐が評価の対象となっている場合は、証明する資料を添付すること。

（別記様式－４の１）
・自己資本比率（平成○年○月○日）
	自己資本
	

	総資本
	

	自己資本比率
	


【記入要領】
１　参加表明者（企業）の自己資本に関する記述を行うこと。

（別記様式－４の２）
・賠償責任保険加入 　　　　　　　　　　　　　        企業名：
	企　業　名
	

	加入者名
	

	保険期間
	

	補償額
	

	保険会社名
	

	保険の名称
	


【記入要領】
１　補償額は、構成員の内から最小補償額を持って評価する。
２　保険書の写しを添付すること。

（別記様式－４の３）
・公正取引委員会の排除勧告状況
	企　業　名
	

	排除勧告の有無
	

	排除勧告年月日
	

	排除勧告内容
	


【記入要領】
１　複数回の勧告がある場合は、最新のものを記載する。
２　過去１か年以前は記入の必要はない。

（別記様式－４の４）
・沖縄県に係る指名停止の状況　　　　　　
	企業名
	

	指名停止の有無
	

	指名停止の年月日
	

	指名停止の期間
	        年　月～　年　月　（　　か月間）

	指名停止の理由
	


【記入要領】
１　複数回の指名がある場合は、最新のものを記載する。
２　過去１か年以前は記入の必要はない。

（別記様式－５）
 ・予定管理・業務担当者の経歴等                        区分（管理・業務）担当者
	ふりがな
①氏名
	②生年月日

	③所属・役職                                             

	④保有資格
ＭＢＡ、弁護士　　　　　　　　　・登録番号：　　　　・登録年月日：
経営士、弁理士、司法書士　　　　・登録番号：　　　　・登録年月日：

公認会計士、行政書士　　　　　　・登録番号：　　　　・登録年月日：
 その他（名称：　　　　　　　 ）・登録番号：　　　　・取得年月日：

	⑤業務経歴（○件）

	業務分類
	業務名
	発注機関
	履行期間

	
	
	
	

	⑥業務経歴に関する高度な調査・検討業務をマネジメントした実務経験（例えば、総括調査員または主任調査員に相当する程度の実務経験）

	業務分類
	職務上の立場（役職）
	機関名（所属まで記載）
	期間

	
	
	
	

	⑦手持業務の状況（公告日現在）管理担当者、又は業務担当者となっている契約金額500万円以上（ただし、国土交通省、内閣府沖縄総合事務局開発建設部及び地方公共団体において調査基準価格を下回る金額で落札した業務は、業務名の先頭に【低】を付して記載すること。）

	業務名
	職務上の立場
	発注機関
	履行期間
	契約金額

	
	
	
	
	 （契約金額合計　万円）

	⑧実務経験の経歴
(1)○○○登録　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(  年 ヶ月) 
(2)取得後の期間（公告日を基準）　　　　　　　　  　年 月～  年  月(  年 ヶ月) 
(3)上記の合計                                      年 月～  年  月(  年 ヶ月)累計(  年ヶ  月)

	⑨当該地域の業務実績（地域精通度の評価）（ １件）

	業務名
	職務上の立場
	発注機関
	履行期間
	履行対象地域
	契約金額

	
	
	
	
	
	


【記入要領】
１　参加要件を満たす全ての配置担当者の経歴等を記載する。ただし、業務担当者の評価は、最も評価点の高い者１名を評価する。
２　業務分類には、参加説明書の「配置予定管理担当者に対する要件」において定義した①から③の業務のいずれかを記載する。
３　資格を要件としている場合は、資格があることを判断できる「保有資格」について記載する。
４　業務実績を評価している場合は、該当する実績について記載する。
５　手持ち業務量を評価の対象となる場合は、国・県・政令市・市町村・民間等の全てを記載すること。
６　本業務以外の業務で配置予定担当者として特定された未契約業務がある場合は、手持業務の記載対象とし、業務名の後ろに「特定済み」と明記するものとする。
７　従事期間については、資格要件又は、評価の対象となっているものの取得後の経歴を記入する。また、経
験年数の算出は次例を参考に記載する。１月(31日)に満たない場合は切り捨てる。
例）平成26年８月15日告示の場合
経営士の場合には、取得までの実績５年、登録日が平成２０年３月１７日の場合、取得後の年数は６年４か月。よって、従事期間は、５年＋６年４か月＝11年４か月

（別記様式－５の２）
 ・配置予定担当者の実務経験
	氏　名（ふりがな）
	

	区　分
	 （管理・業務）担当者

	業務分類
	

	業務名
	

	契約金額
	

	履行期間
	

	発注機関名
住　所/ＴＥＬ
	

	業務概要
	

	業務（又は経験）の特徴
	                                              （○○担当者として従事）

	当該担当者の業務担当（又は経験）の内容
	


【記入要領】
１　参加要件又は、評価の対象となっている実績があることを判断できる実務経験について記載する。
２　業務分類には、参加説明書の「配置予定管理担当者に対する要件」において定義した①から③の業務のいずれかを記載する。
３　業務の概要及び業務の特徴については、具体的に記述すること。
４　記載件数は２件以内とし、別記様式－２で記載した業務と同業務を記載する。
５　図面、写真等を引用する場合を含め、１件につき１ページ以内に記載する。
６　業務を担当した事を証する業務計画書又は業務報告書等の該当部分の写しを添付すること。

（別記様式－５の３）
 ・予定配置担当者の実務経験説明資料
	氏　名（ふりがな）
	

	区　分
	 （管理・業務）担当者

	


【記入要領】
１　記載件数は２件以内とし、別記様式－２で記載した業務と同業務を記載する。
２　図面、写真等を引用する場合を含め、各配置担当者又は業務内容毎に１件につき１枚以内に記載する。
【記入要領の共通事項】
　ワープロで作成する参加表明書及び企画提案書の用紙は、Ａ４（JIS-P 0138）縦とし、フォントは、10から12ポイント、１行文字数は、35文字から45文字、１ページの行数は、30行から40行とし、上下左右に20mm以上の余白を設けるものとする。
　提出様式は、特に指示のない場合は各々１ページ以内の片面印刷（両面印刷は不可）とする、なお複数の別記様式（別記様式-1及び－6を除く。）を１ページに集約して記載しても構わない。

（別記様式－６）
	企画提案書
 業務の名称　　那覇港総合物流センター（Ⅱ・Ⅲ期）可能性調査業務(H30)
 履行期限　　平成31年3月25日
　平成○年○月○日付け○○第○○号において、参加表明した標記の業務について、企画提案書を提出します。
平成　年　月　日
那覇港管理組合管理者職務代理者
那覇港管理組合常勤副管理者　田原　武文　　殿
                          　           提出者　住　　　　所：参加表明者事務所の住所
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号：参加表明者事務所
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称：△△(株)　職名　　氏名　　印
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　作成者　担当部署：
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　Ｔ Ｅ Ｌ：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　Ｆ Ａ Ｘ：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　E-mail：



【記入要領】
１ 履行期限は、告示に期限が記載のある場合は期限の日時、履行日数の場合は日数を記入する。
２ 作成者は、当該提案書の疑義について対応のできる者を記入すること。

（別記様式－７）
・業務実施方針　　　　　　　　　　　　　　　・業務フロー
	


・工程計画
	    検討項目   
	                           業務工程                     
	    備考   

	
	   月  
	   月  
	   月  
	   月  
	   月  
	  ２月 
	  ３月 
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


【記入要領】
１　業務の実施方針、業務フローチャート、工程計画について簡潔に記載する。 
２　提出者及び協力を求める学識経験者等を特定することができる内容の記述（具体的な社名・個人名等）を記載してはならない。
３　判断基準に「地域の実情把握」に関する項目が示されている場合は、「業務の実施方針」欄に当該提案内容を記載すること。 


（別記様式－８）
・特定・評価テーマに対する企画提案
	特定・評価テーマ○　：　○○○○○○

	


【記入要領】
１　評価又は特定テーマに対する企画提案の作成にあたっては、曖昧な表現は避け、実施することを明確に記載すること。なお、曖昧な表現の場合は評価しない。 
２　記載にあたっては、概念図、出典の明示できる図表、既往成果、現地写真を用いることに支障はないが、本件のために作成したＣＧ、詳細図面等を用いることは認めない。
３　提出者及び協力を求める学識経験者等を特定することができる内容の記述（具体的な社名・個人名等）を記載してはならない。
４　地域の実情を把握した上での業務の円滑な実施に関する提案が評価項目となっている場合には、当該提案を含めて記載すること
５　特定・評価テーマの記載にあたっては、１テーマにつき、Ａ４版１枚以内に記載すること。
[image: image1.emf]業務名： 那覇港総合物流センター参入企業調査及び公募条件検討業務

宛先： 質問社名 担当者氏名

電話

電話 FAX

FAX E-mail

質問内容

質　問　票

質問日：平成　　年　　月　　日

枚 　数：　　　  　枚


那覇港総合物流センター（Ⅱ・Ⅲ期）可能性調査業務（H30）





【質問票参考様式】









